
22 年 国 調

17 年 国 調

増 減 率

23 ． 3 ． 31

22 ． 3 ． 31 24
増 減 率

決算額 構成比 構成比

15,831,803 33.2 55.2
403,756 0.8 1.5
67,621 0.1 0.3
32,722 0.1 0.1 新 産 ×

10,538 0.0 0.0 工 特 ×

1,283,885 2.7 4.8 低 開 発 ×

19,422 0.0 0.1 産 炭 ×

0 0.0 0.0 山 振 ×

132,263 0.3 0.5 過 疎 ×

239,104 0.5 0.9 首 都 ×

10,548,762 22.1 35.8 近 畿 ○

9,600,704 20.1 35.8 中 部 ○

948,058 2.0 市 町 村 圏 ○

28,569,876 59.8 99.2 財 政 再 建 ×

22,310 0.1 0.1 指 数 表 選 定 ○

743,151 1.6 0.0 財 源 超 過 ×

712,821 1.5 0.3
61,458 0.1 0.0

6,907,618 14.5
50,940 0.1 0.2 議 員 公 務 災 害 × ○

2,670,083 5.6 非常勤公務災害 × ×

183,067 0.4 0.0 退 職 手 当 ○ × 1

44,140 0.1 事 務 機 共 同 × × 2

79,933 0.2 税 務 事 務 ○ ○ －

737,339 1.5 老 人 福 祉 ○ ○ 1

671,026 1.4 0.3 伝 染 病 ○ ○ 1

6,266,100 13.1 し 尿 処 理 ○ ○ 1

47,719,862 100.0 100.0 ご み 処 理 ○ ○ 26

構成比

0.7
8,971,882 19.6 25.9 11.7
6,025,292 13.2 33.5
8,652,024 18.9 8.8 9.8 ％

5,752,084 12.6 17.0 0.4 ％

元 利 償 還 金 5,752,057 12.6 17.0 2.2 ％

一 時 借 入 金 利 子 27 0.0 0.0 0.9 ％

23,375,990 51.1 51.7 10.7 ％

5,738,960 12.5 13.0 5.7 ％

283,571 0.6 0.5 11.7 ％

4,992,100 10.9 10.2 0.1 ％

1,009,164 2.2 3.3 12.6
3,655,070 8.0 9.3 0.0
1,390,349 3.0 0.0 0.0

110,346 0.2 0.0 100.0
0 0.0 　経常経費充当一般財源等 合 計

6,266,065 13.7 千円 病 院

46,778 0.1 　経常収支比率 下 水 道

普 通 建 設 事 業 費 6,212,491 13.6 水 道

う ち 補 助 3,428,682 7.5 国 保

う ち 単 独 2,538,846 5.6 老 人

災 害 復 旧 事 業 費 53,574 0.1 　歳入一般財源等 後期高齢 合 計 ％ 97.1 88.7 96.9
失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 千円 介 護 市 町 村 民 税 ％ 97.8 91.0 97.2

45,812,451 100.0 そ の 他 純固定資産税 ％ 96.3 86.0 96.4
※　（　　　）内は、 減税補てん債（ 0 千円）及び臨時財政対策債（ 千円）を経常一般財源等から除いた「経常収支比率」
普通建設事業費の補助事業費には受託事業のうちの補助事業費は含み、単独事業費には同級地団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費は含む。
17国調は、平成18年4月1日に境界変更のあった玉城町長更分を含む。

0 17,031

447,059

保険給付費 257

0

再 差 引 収 支

加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ） 20,296

実 質 収 支

2039

Ａの充当一般財源等Ａのうち普通建設事業費決算額　A

一部事務組合加入の状況

人口集中地区人口
１７年国調（人）
１２年国調（人）

６１，４２９
６５，１７２

指 定 団 体 等 の
指 定 状 況

４７，７１９，８６２
歳 出 総 額

3,354,699

105,713
0

2,357,265
0

91.6
86.0

平成22年度(千円) 平成21年度(千円)

29,219,989
16,413,785
20,636,942
12,775,345

28,094,374
17,669,231
20,454,832
13,702,678

１７．５
９２．７
３．３

０．７０

平 成 ２ ２ 年 度 決 算 状 況

人口

１３０，２２８人

産 業 構 造

住民基本
台帳人口

１７年国調 １２年国調
△０．４％

市町村類型　　　　　　　　　３－３

２２年度地方交付税種地　　　　１－４

１３５，０２６人 都道府県名 団体名

△３．６％

１３２，４６３人

区分

伊勢市

１３２，９３４人

第１次
２，４４３人
３．７％

２，７４７人
４．１％

三重県

平成21年度（千円）区　　分 経常一般財源等

地 方 税 14,784,198

 面積（ｋ㎡）
 人口密度（人）

２０８．５３
６２５

区　　分 平成22年度（千円）
歳　　入　　の　　状　　況　　　　（単位　　千円　：　％）

地 方 譲 与 税 403,756
第２次

配 当 割 交 付 金 32,722
利 子 割 交 付 金 67,621

自 動 車 取 得 税 交 付 金 132,263 区　　　　分 徴収済額

10,538
第３次

４３，１２９人
６５．７％

４３，６２０人
６４．７％

４５，８１２，４５１
２０，９４８人
３１．１％

２２年国調世帯数
４９，３０５

歳 入 歳 出 差 引

歳 入 総 額
１９，３８６人
２９．５％

３９６，６１３
地 方 消 費 税 交 付 金 1,283,885 実 質 収 支 １，５１０，７９８

収
　
支
　
状
　
況構成比 超過課税分

１，９０７，４１１
株式等譲渡所得割交付金

１，２２５，６４７
ゴルフ場利用税交付金 19,422 単 年 度 収 支

１７年国調世帯数
４９，０４５

翌年度繰越財源

５８２，３８９
特別地方消費税交付金 0 市　町　村　税　の　状　況　　（単位　千円：％） 積 立 金

５６２，４０７
地 方 特 例 交 付 金 239,104

市町村
民 税

個 人 均 等 割 189,594 1.2 積立金取崩し額

繰 上 償 還 金

給料月額（百円）

地 方 交 付 税 9,600,704 所 得 割 5,751,804 36.3 実 質 単 年 度 収 支 ２，３７０，４４３
2.1 区　　　　　分 職員数（人）普　　通 9,600,704 法 人 均 等 割 329,244

一
般
職
員
等

一 般 職 員 799

消 防 職 員 189

法 人 税 割 644,164 4.1 2,592,772
（一般財源計） 26,574,213 固 定 資 産 税 6,921,393 43.7 うち技能労務員 168

特　　別

560,139
交 通 安 全 交 付 金 22,310 うち純固定資産税 6,906,870 43.6 教 育 公 務 員 14 47,229
分 担 金 ・ 負 担 金 0 軽 自 動 車 税 259,957
使 用 料 74,030 市 町 村 た ば こ 税 680,841

22 鉱 産 税 0

612,128
4.3 臨 時 職 員
1.6

0.0 合　　　計

国 庫 支 出 金 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0
手 数 料

適用開始年月日
一 人 当 た り 平 均 給 料
（ 報 酬 ） 月 額 （ 百 円 ）

1,002 3,252,129

特別職等
定
数

法 定 外 普 通 税 0
小　　　　　　　計 14,776,997国 有 提 供 施 設 交 付 金 50,940

財 産 収 入 9,639
都 道 府 県 支 出 金

旧 法 に よ る 税 0 0.0 １０，１００
副 市 区 町 村 長 23.04.01寄 附 金 目 的 税 1,054,806

繰 入 金

内訳

入 湯 税

諸 収 入 71,518 都 市 計 画 税

繰 越 金 事 業 所 税

火 葬 場

6.7

常 備 消 防
93.3
0.0

0

小 学 校

中 学 校

収 入 役

0.0 教 育 長
7,201 0.1 －

市 区 町 村 長 23.04.01

22.04.01議 会 議 長

22.04.01

22.04.01地 方 債 水 利 地 益 税 等 0
1,047,605

26,802,672 合　　　　　　　計 15,831,803

6.6

そ の 他

議 会 議 員

総務その他

民生その他

後期高齢者0.0 議 会 副 議 長

充当一般財源等構成比

22.04.01

性　　質　　別　　歳　　出　　の　　状　　況　　　（単位　　　千円　：　％） 目　的　別　歳　出　の　状　況　　　（単位　　千円　：　％） 区　　　　　　分

 農業共済100.0歳　入　合　計

決算額区　　　分
299,211

15,518,501
商 工 費 395,903

人 件 費

うち職員給

扶 助 費

8,061,496

１０．２

－実 質 赤 字 比 率
－

減 債

384,968

積立金
現在高

24,347,416

6,105,004
756,968

5,915,088
47,300,699

健
全
化
判

断
比
率

４９．５

10,520

３６．２
８．８

－
－

3,197,776
連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

3,285,769

0

7,800,651財 政 調 整5,669,346

特 定 目 的
0
0

0
6,036,721
757,843

0
0

5,752,084公 債 費

積 立 金 1,210,157 0
諸 支 出 金

前年度繰上充用金

52,856
う ち 政 府 資 金

地 方 債 現 在 高 48,551,909
23,693,623

土 地 開 発 基 金 現 在 高 3,356,225

0
実 質 的 な も の 0
そ の 他

債務負担

行為額

（支出

予定額）

物 件 等 購 入

保 証 ・ 補 償 33,207

徴
収
率

計・
現
年

104
96

保険税（料）収入額

国庫支出金

歳　出　合　計

89.0

76,935
3,205,000

３３，５８６，１９２

31,678,781

5,294,951
2,663,768

7,764,918

2,646,644

経常経費充当
一般財源等

区　　　分

5,359,776
15,345,740

議 会 費

総 務 費

民 生 費

経常収支
比率 0

50,301
473,769

299,211
4,663,667
7,921,818

公 債 費 5,669,346 5,106,939
衛 生 費

労 働 費
4,472,120 422,162 3,767,703

52,758

27 27
農 林 水 産 業 費 1,006,922 547,849 484,9375,669,319 5,106,912

物 件 費 4,720,473

184,655 895
内
訳

小 計 16,394,610
2,605,602 578,0243,892,314

土 木 費 4,967,161
消 防 費 1,933,797

1,983,020

災 害 復 旧 費 53,574
維 持 補 修 費 242,793 142,846 教 育 費 5,369,703 2,145,951
補 助 費 等 4,634,590

3,064,797 2,799,566
1,002,757

繰 出 金

3,055,529
うち一部事務組合負担金 1,009,164

前 年 度 繰 上 充 用 金 0
6,212,491 31,678,781投資・出資金・貸付金 歳 出 合 計 45,812,451

6,218,240公

営

事

業

等

へ

の

繰

出

内
　
　
訳

投 資 的 経 費 1,411,357
う ち 人 件 費 19,710

0
17,031

1,394,326

1,192,332
176,811

２５，４０８，７５６

4 0

平成22年度

702,877
国

民

健

康

保

険

事

業

会

計

の

状

況

1,679,387

被 保 険 者 数 （ 人 ）

1,500,785

1,904
1,255,811

174,141
826,400

被 保 険 者
一 人 当 た り

３，３７３
３，２３９

一人当たり平均給料月額（百円）

７，８３０

４，５００

34,859

△ 208,614

５，０８０

４４，４０６，４２８
４３，１９９，０８９

１，０９８，６２２

１，２０７，３３９
２７８，９３０
９２８，４０９
６５６，０５２
１５，７５２

４２６，８１８

３，２４５

３，２４６

３，３３４

１６．９
９１．７
５．２

０．６７

－　　
６，８１０
５，６６０

基 準 財 政 需 要 額

基 準 財 政 収 入 額

標 準 税 収 入 額

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数 (20 ～ 22)

実 質 収 支 比 率

経 常 一 般 財 源 比 率

公 債 費 負 担 比 率

（９６．３％）

８９．６％

平成21年度

（９４．８％）

８４．７％

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７
※８

※９
※10

※11

※12

※13

※14

※16

※15

※６



（※１） （※８）財政力指数

（※９）実質収支比率

（※２）形式収支（＝歳入歳出差引）

（※１０）経常一般財源比率

（※３）実質収支

（※１１）公債費負担比率

（※４）基準財政収入額
（※１２）実質赤字比率

（※１３）連結実質赤字比率

（※１４）実質公債費比率
（※５）基準財政需要額

（※１５）将来負担比率
（※６）標準税収入額

（※１６）経常収支比率

（※７）標準財政規模

    早期健全化基準　３５０％

　財構造の弾力性を見るための指標で、｢その年の公債費に充当された一般財源｣の｢一般財源総額｣に占める割合。

　一般的には、財政運営上、１５％が警戒ライン、２０％が危険ラインとされている。この比率が高いほど、財政運営
が硬直化していることとなる。

　平成２２年度　－　　平成２１年度　－　　

福祉，教育，まちづくりなどを行う地方公共団体の一般会計等の赤字額を、市税や地方交付税等の財源の規模（標準財
政規模）と比較して指標化し、財政運営の深刻度を示します。

　　　　　　　経常一般財源比率　　　経常一般財源等　　　　　標準財政規模

    早期健全化基準　１１．９４％　　財政再生基準　２０％

　平成２２年度　９１．７％　＝　２６，８０２，６７２　÷　２９，２１９，９８９　×　１００
　平成２１年度　９２．７％　＝　２６，０３７，４１９　÷　２８，０９４，３７４　×　１００

　経常経費に充当した経常一般財源の残りの部分が大きいほど、臨時の財政需要に対して余裕が持て、財政構造に弾力
性があることになる。
　通常、人件費､扶助費､公債費など義務的経費が増加すると、経常収支比率は高くなり、財政運営は硬直化する。
　この比率が８０％を超えると、財政構造の弾力性が失われつつある状態であるといわれている。

借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示します。

　平成２２年度　８．８％　　平成２１年度　１０．２％

すべての会計の赤字と黒字を合算し，地方公共団体全体としての赤字額を、市税や地方交付税等の財源の規模（標準財
政規模）と比較して指標化し、地方公共団体全体としての運営の深刻度を示します。

　平成２２年度　－　　平成２１年度　－　　

　平成２２年度　３６．９％　　平成２１年度　４９．５％

地方公共団体の一般会計等の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来
財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示します。

　財政構造の弾力性を測定する比率。
　平成２２年度　８４．７％　　平成２１年度　８９．６％

　平成２１年度　３．３％　＝　９２８，４０９　÷　２８，０９４，３７４　×　１００

    早期健全化基準　１６．９４％　　財政再生基準　４０％

    早期健全化基準　２５％　　財政再生基準　３５％

　普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態において徴収
が見込める税収入を一定の方法によって算定した額。

　平成２２年度　１６．９％　　平成２１年度　１７．５％

　歳入構造を分析する指標。

　市の財政力を表す指標で、「１」に近いほど、留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるということになる。
「１」を超えると余裕があり、普通交付税が不交付となる。過去３ヶ年の平均値を用いる。

　平成２２年度　　０．６７　　　　　平成２１年度　　０．７０

　平成２２年度　５．２％　＝　１，５１０，７９８　÷　２９，２１９，９８９　×　１００
　　　　　　　実質収支比率　　　　実質収支　　　　　　標準財政規模

　実質収支の標準財政規模に対する割合。概ね、３～５％程度が望ましいとされている。
　限られた財源を有効活用し、市民サービスの向上に努力する必要があることから、大きいほど良いと言うものではな
い。なお、実質収支が赤字の場合における実質収支比率が、一定の限度を超える団体は、翌年度の地方債の発行が制限
される。

　・標準税率で算定された法定普通税及び事業所税収入額（税源移譲相当額（個人住民税）除く）
　・法定の率により算定された国有資産等所在市町村交付金
　・利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、
　　自動車取得税交付金及び特別交付金の収入見込額

　×７５／１００＋

◆市町村類型
　市町村の類型を国勢調査の結果に基づき、人口と産業構造で、分類している。
　３：人口で１０万人～１５万人
　３：産業構造で２次・３次の人口が９５％以上で、３次の人口が６５％以上
◆地方交付税種地
　普通交付税における基準財政需要額を算定する際、中核都市とその周辺市町村における財政需要の差異を反映するた
めに用いるもの。
　「１」　甲（中核都市）　「２」　乙（周辺市町村）
　甲地には、人口集中地区人口、経済構造、宅地平均価格指数、昼間流入人口を指標として１種地～１０種地までに点
数で区分。乙地も、ほぼ同様に１０に区分。

　平成２１年度　１，２０７，３３９千円　＝　４４，４０６，４２８千円　－　４３，１９９，０８９千円
　平成２２年度　１，９０７，４１１千円　＝　４７，７１９，８６２千円　－　４５，８１２，４５１千円

　現金主義の建前にたって、当該年度に収入された現金と支出された現金との差額を表すもの。
　　　　　　　　　　　　　形式収支　　　　　　　歳入決算額　　　　　　　　　歳出決算額

　平成２１年度　　　９２８，４０９千円　＝　１，２０７，３３９千円　－　　２７８，９３０千円
　平成２２年度　１，５１０，７９８千円　＝　１，９０７，４１１千円　－　　３９６，６１３千円

　形式収支に、本来、当該年度に属するべき支出額（翌年度への繰越額）及び収入額（繰越額に係る未収入財源）と
いった発生主義の要素を加減し、実質的な財政収支の結果を明らかにするもの。
　　　　　　　　　　　　　　実質収支　　　　　　　形式収支　　　　　　　 翌年度に繰り越すべき財源

　平成２２年度　　１２，７７５，３４５千円　　　　　平成２１年度　　１３，７０２，６７８千円

　・地方譲与税　　　・交通安全対策特別交付金　　　・地方特例交付金　　　・税源移譲相当額（個人住民税）

　普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行い、または、施設を維持するた
めに必要な財政需要を一定の方法によって合理的に算定した額。

平成２２年度　　２０，６３６，９４２千円　　　　　平成２１年度　　２０，４５４，８３２千円

※地方譲与税とは、特別とん譲与税、地方道路譲与税、石油ガス譲与税、自動車重量譲与税及び航空機燃料譲与税

　平成２１年度　２８，０９４，３７４千円　　＝　１７，６６９，２３１千円　＋　　８，４９７，０４７千円　＋　　１，９２８，０９６千円
　平成２２年度　２９，２１９，９８９千円　　＝　１６，４１３，７８５千円　＋　　９，６００，７０４千円　＋　　３，２０５，５００千円
　　　　　　　　標準財政規模　　　　　　標準税収入額　　　　　　普通交付税　　　　臨時財政対策債発行可能額

　＋

　標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を表す。

平成２２年度　　１６，４１３，７８５千円　　　　　平成２１年度　　１７，６６９，２３１千円
　標準的な状態で徴収が見込まれる税収入。

　・標準税率で算定された法定普通税及び事業所税収入額
　・法定の率により算定された国有資産等所在市町村交付金及び納付金
　・利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、
    自動車取得税交付金及び特別交付金の収入見込額

　・地方譲与税　　　・交通安全対策特別交付金　　　・地方特例交付金
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